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日別出生数からみた社会的要因による出生日選好傾向の現状
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目的 我が国における社会的要因による出生日選好傾向の現状を概観する目的で，日別出生数の現

状を記述した。

方法 1981～2010年の人口動態統計から，病院，診療所，および助産所における生年月日別出生数

（日別出生数）を得た。出生場所別に，その月の 1 日平均出生数に対する日別出生数の比（日

別出生数比）を求め，同年の七曜別の平均を求めて観察した。七曜別に日別出生数比の95範

囲を求めて観察値と比較した。統計学的に有意であったいくつかの特殊日の日別出生数比につ

いて，同年の当該期間（年始の 3 日間等）の平均を求めて観察した。七曜別に日別出生数比の

標準化偏差を求めて，出生変動の大きさを検討した。

結果 病院，診療所について，七曜別平均出生数比は火曜に最高，日曜に最低であった。病院では

平日と土曜日曜の出生格差が著しく大きく，それが顕著化傾向にあった。診療所では平日と土

曜の出生格差は比較的小さかった。年始（三が日）の平均出生数比は日曜より低値であった。

1990年代中頃まで，閏日と 4 月 1 日（早生まれ）の標準化偏差は，病院が－3.0～－8.3，診療

所が－5.5～－13.9と異常に低く，3 月 1 日と 4 月 2 日（遅生まれ）のそれは概ね有意に高かっ

た。その後，日曜の閏日，日曜の 4 月 1 日，および 3 月 1 日と 4 月 2 日に有意な出生変動はほ

とんどみられなくなった。助産所においても，1980年代まで，あるいは1990年代中頃まで，同

様の出生変動が認められた。

結論 病院と診療所の七曜別出生変動の相違は，診療日の全国的な傾向の相違によって解釈が可能

であった。医療施設側の診療体制の他，遅生まれ選好等の母側の要望を考慮した産科的医療介

入による出生日調整・出生日操作の可能性が示唆された。1990年代中頃までの閏日と 4 月 1 日

の著しい出生変動は，産科的医療介入だけでは説明が難しく，虚偽の届出による出生日操作の

可能性も考えられる。1990年代中頃以降の日別出生数の分布は，出生日操作の多くが特定日の

産科的医療介入を避けたものであった可能性を示唆した。助産所でも1990年頃まで，医療施設

側，母側の社会的要因による出生日操作が行われていた可能性が示唆された。

Key words日別出生数，出生日選好傾向，産科的医療介入，出生届，社会的要因，記述疫学

日本公衆衛生雑誌 2014; 61(1): 1629. doi:10.11236/jph.61.1_16

 緒 言

出生数の曜日による変動とその顕著化傾向が複数

の先進国において報告されている。出生が平日に多

く休日に少ない現象は，1968～69年の New South
Wales 州1)，1959年と1972年の Wisconsin 州2)，1970
～76年のイギリス3)，そして1975～77年と1981～83
年の久留米市4)，1977年の大阪府5)などで観察され

ている。イギリスでは，イースターやクリスマスと

いった特別な休日の出生数がとくに少ない現象も示

されている3)。これらの現象については，1950年代

以降の出産環境の変化，とくに子宮収縮薬を用いた

分娩誘発や帝王切開術といった産科的医療介入の普

及との関連が指摘されている。すなわち，平日に分

娩誘発や帝王切開を予定する医療施設側の社会的要

因による出生日調整の影響と解釈されている。

台湾では，結婚などのライフイベントに吉日を選

択する風習があり，吉日に帝王切開が多く実施され

ていた6)。アメリカでは，1996～2006年の出生統計

について，バレンタインデーの出生数が多く，ハロ

ウィンの出生数が少なかった7)。それらが自然分

娩，分娩誘発（ハロウィンのみ），帝王切開の各群

に共通した現象であることから，文化的背景により

当該日の出生を好む・忌み嫌う母側の要望を考慮し

た産科的医療介入の関与の可能性が指摘されてい
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る。すなわち，母側の社会的要因による出生日操作

の影響と解釈されている。我が国では，1977年の大

阪府の出生統計について，早生まれ区切りの 4 月 1
日の出生数が顕著に少なかったことが示されてい

る8)。早生まれと遅生まれでは就学時期に約 1 年の

差が生じるから，母側の要望で出生日操作されたも

のと解釈されている。

一方，我が国では，産科的医療介入が普及する以

前の出生統計にも，人為的な出生日操作の影響と考

えられる変動が観察されている。1906年の出生減

は，丙午生まれの女子を忌み嫌う迷信から，同年生

まれの女児を前年あるいは翌年生まれとして偽って

届け出たものが多かったものである9)。大学病院 1
施設の患者約58万人の生年月日を分析した文献10)で

は，1900年代中頃までの生まれの者には元日，各月

初日の出生日が多く，1920年代～1940年代の生まれ

の者には明治節，紀元節の出生日が多かった。文化

的，社会的な背景から国民が当該日を好む傾向にあ

り，母側の要望で出生日を偽って届出したものが多

かったと考えられている。

我が国では，1960年頃以降，それまで一般的であ

った自宅出産から施設内出産へと変遷し，出産の医

療化が進んだ。この間には医療機関における出産管

理の技術も著しく進展した。具体的には，1960年代

以降，超音波ドプラ胎児心拍検出器の導入，分娩監

視装置などの周産期医療機器の開発・普及が急速に

進んだ11)。また，1950年代中頃に「オキシトシン製

剤」，1970年代中頃に「プロスタグランジン製剤」

が臨床的に使用され始めると薬剤を使用した分娩誘

発法・促進法が普及した。分娩監視装置下で実施さ

れる子宮収縮薬を用いた分娩への介入は，遅くとも

1980年代中頃には一般的な産科的技術として広く定

着するに及んだと考えられている12)。さらに，麻酔

法の進歩，抗菌剤の開発等により帝王切開が安全な

手術として普及した13)。

ここで，分娩誘発とは，自然陣痛の発来前に分娩

に至る子宮収縮を薬剤や機械的刺激等を用いて人為

的に誘発することをいう。その適応は母体や胎児の

リスクに対する「産科的（医学的）適応」と妊婦・

家族の環境や個人的理由，医療施設側の体制等の理

由による「社会的（非医学的）適応」がある14)。一

方，分娩促進とは，自然陣痛発来後の原発性あるい

は続発性微弱陣痛において，分娩進行を促すために

子宮収縮を強めることをいう。そして，帝王切開の

適応も母体や胎児に対する「産科的適応」と「社会

的適応」がある15)。後者は，帝王切開に比べて経腟

分娩のリスクが高いと判断した場合に厳密な産科的

適応がなくても同意に基づき行うものである。

集団における出生日選好傾向は，人々の出生関連

行動や健康と関連することが知られている。たとえ

ば，中国では，迷信（吉日選好）を背景とした母側

の強い出生日選好思想が，経膣分娩と比べて母体の

罹患・死亡リスクの高い帝王切開の選択理由の 1 つ

となっている16,17)。我が国では，干支の迷信を背景

とした出生日の虚偽の届出による出生統計の撹乱が

あった9)。その意味で，わが国における出生日選好

傾向の現状を把握することは，公衆衛生上重要であ

る。

日別出生数は人口集団の出生日の選好傾向を示す

指標として有用である。その分布の詳細な観察か

ら，医療施設側の社会的要因による出生日調整の影

響，母側の社会的要因による出生日操作の影響を概

観できる。しかし，我が国において日別出生数の分

布を検討した報告は数少ない。また，そのほとんど

は1970年代～1980年代前半の市町村規模の出生統計

について曜日別出生分布を検討したものであっ

た4,5,8)。産科的医療介入が全国的に普及した1980年
代中頃以降に関しては，Morita ら18)が1998年の全

国出生統計について曜日別の分布を示しているもの

の，その動向を把握できる報告はみあたらない。我

が国には，アメリカのハロウィンに類似した「お盆」

等の文化的行事があるが，それら社会的・文化的背

景に基づく出生日操作の影響を検討した報告もみあ

たらない。

本研究では，我が国における出生日選好傾向の現

状を概観する目的で，全国の日別出生データが得ら

れた1981年以降の出生統計に基づき，日別出生数の

現状を記述した。

 研 究 方 法

. 資料

1981～2010年の人口動態統計から，全国の日別出

生数に関する統計表，「出生数，出生年月日別・出

生の場所別」を得た。本表は保管統計表（報告書非

掲載表）であり，厚生労働省大臣官房統計情報部企

画課普及相談室に閲覧可能な資料として保管されて

いる。1998年までの統計表は上記普及相談室の承諾

を得て複写物を入手した。それ以降の統計表は総務

省統計局ホームページ，政府の統計窓口 estat から

入手した19)。

出生場所は，病院，診療所，助産所，自宅，その

他の 5 つに分類されている。観察期間中の自宅・そ

の他の出生数は，全出生の0.1～0.4，2000年以降

の年間出生数は約2,000～2,500人と極端に少な

い20)。そのため，本研究では自宅・その他を分析対

象から除外した。
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#1) i月,火,水,木,金,土,日,祝日

#2) 季節指数＝
t 年 k 月の 1 日平均出生数

t 年の 1 日平均出生数
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暦は国立天文台の暦要項から得た21)。それに皇室

慶弔行事に伴う休日を加えた。

. 分析方法

1) 系統的変動の検出

 日別出生数比の算出

出生数は，曜日による変動の他，年次的傾向と季

節変動の影響を受けることはよく知られてい

る22,23)。出生分布の観察にあたり，後 2 者の影響を

取り除くため，次式に従って日別出生数比 xtkd(i) を

求めた。

t 年 k 月 d 日（i 曜#1)）の出生数比 xtkd(i)

＝
t 年 k 月 d 日の出生数

t 年の 1 日平均出生数×季節指数#2)

＝
t 年 k 月 d 日の出生数

t 年 k 月の 1 日平均出生数

 日別出生数比の期待値と95範囲の算定

各日の出生変動が偶然的なものか異常なものかを

判定するために，日別出生数比の期待値と95範囲

を算定し，観察値と比較した。ここで言う日別出生

数比の95範囲とは，「日別出生数比（観察値）が

0.95の確率でとると考えられる値の範囲」のことで

ある。

ここでは，t 年 k 月 d 日（i 曜）の期待値と95
範囲を，t 年の i 曜に観察されたすべての日別出生

数比 xtkd(i)の平均 šxti と95範囲（平均 šxti±1.96×標

準偏差 sti）として算定した。正規分布を想定でき

ない場合（Shapiro-Wilk の検定，P＜0.05）は，中

央値と2.5および97.5パーセンタイル値を求めた。i
曜は，月，火，水，木，金，土，日，祝日の 8 種類

とした。

分析に際し，祝日が日曜日と重なるときは祝日と

した。振替休日と国民の休日は祝日に含めた。それ

以外はすべて，暦通りの曜日，祝日とした。助産所

における月曜と火曜，水曜と木曜と金曜の平均出生

数比は観察期間を通してほぼ同値であったため，各

々をまとめて分析した。

 特殊日の検出

日別出生数比の観察値が95範囲を超えたとき，

5の有意水準で出生増加または減少があったと判

定した。それが，観察期間の45以上の年次に認め

られた日付を特殊日として把握した。

2) 系統的変動の観察

 平均日別出生数比

七曜別平均日別出生数比 šxti，および検出された

いくつかの特殊日について同年の当該期間（年末

12月29～31日，年始1 月 1～3 日，早生まれ3 月

30日～4 月 1 日，遅生まれ4 月 2～4 日）の平均出

生数比を求めて，年次推移を観察した。群間比較の

統計検定には t 検定または Tukey-Kramer 法を用い

た。

 日別出生数比の標準化偏差

特殊日の出生変動の大きさを，七曜の影響を取り

除いて評価するために，七曜別に日別出生数比の標

準化偏差を求めて観察した。ここでは，t 年 i 曜に

観察された日別出生数比 xtkd(i) のうち非特殊日に限

った平均 šx′ti と標準偏差 s′ti を求めた。観察値 xtkd(i)

と šx′ti との差を s′ti で除して指標値を求めた。な

お，特殊日の前後 3 日間も非特殊日から除いた。

すべての統計処理には統計解析ソフト SAS を使

用した。

 研 究 結 果

. 年間日平均出生数の推移

病院，診療所の年間 1 日平均出生数（人/日）は

1981年以降一貫して減少傾向にあった。各々，1981
年が約2,200，約1,800，2010年が約1,500，約1,400
であった。助産所は1981年の約140から1990年の約

30まで減少傾向にあったが，その後はほぼ横ばいに

推移し，2010年は26であった。

. 出生数の季節変動

季節指数は 9 月に高く，3 月に低い傾向にあっ

た。その傾向は年次，出生場所によらず同様であっ

た。図には示さないが，どの出生場所でも，1990年
代までと比較して，2000年以降の 5～8 月の季節指

数がやや低い傾向にあった。

. 七曜別平均日別出生数比（図 1）
七曜別平均日別出生数比は，病院では，火曜が最

も高く，日曜・祝日がほぼ同値で最も低く，次いで

土曜が低かった。平日と土日祝との出生格差は著し

く大きかった。1990年代中頃まで，平日の火曜とそ

れ以外の曜日との間にも出生格差がみられた。土日

祝は1981年以降，漸減傾向，水・木・金曜の出生数

比は1990年代中頃以降，漸増傾向にあった。その結

果，平日と土日祝との出生格差が一層明瞭となる傾

向にあった。火曜と月曜の出生格差は観察期間を通

してほぼ一定であったが，火曜と水・木・金曜との

出生格差は縮小する傾向にあった。

診療所でも，火曜が最も高く，日曜・祝日がほぼ

同値で最も低く，次いで土曜が低かった。ただし，

平日と土曜の出生格差は比較的小さかった。1990年
代中頃まで，平日の火曜と木曜の出生格差が大きか

った。その後，平日の曜日による出生格差は縮小傾

向にあったが，2005年頃以降も火曜と木曜・月曜の
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図 七曜別平均日別出生数比の推移
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格差は比較的大きかった。日曜・祝日は，1990年代

中頃までと比較して，それ以降が若干高い傾向にあ

った。

助産所でも，1990年頃まで，火曜に高く，日曜に

低い傾向にあった。

これらの特徴は中央値でみても同様であった。

. 日別出生数比の期待値，95範囲と観察値

との比較（図 2）
病院および診療所では，期待値は 1 週間を通して

曲線に近いカーブとして表された。95範囲は平

日，とくに火，水，金曜に大きく，日曜に小さい傾

向にあった。

どの出生場所でも，年間日数の約3.5～6.5に

有意な出生変動を認めた。それが45以上の年次に

観察されたのは，病院と診療所では，「年末年始の

各 3 日間」，「閏日と 3 月 1 日」，「早生まれと遅生ま

れ区切りの数日間」，「12月25日」であった。病院で

は，「12月26日」，診療所では，「お盆の数日間」も

該当した。助産所では，約30～40の年次につい

て，「閏日」と「早生まれと遅生まれ区切り日」に

有意な出生変動を認めた。

. 日別出生数の系統的変動の観察

1) 年末・年始（図 3）
病院，診療所ともに，元日（祝日）の出生数比は

観察期間を通して期待値より低い傾向にあった。12
月31日，1 月 2，3 日の出生数比も元日と同程度に

低値であった（図2参照）。したがって，平日の12月

31日と平日の 1 月 2，3 日の出生減少は大きく，そ

の標準化偏差は病院が－4.8～－11.7，診療所が

－4.5～－9.6であった。元日の標準化偏差は1980年

代より1990年代以降で低い傾向にあった。病院では

さらに，1 月 2 日が日曜・祝日にあたる年次の標準

化偏差が負の値で漸減傾向にあった。一方，診療所

では12月29日の出生減少がほとんどみられなくなっ

た。図には示さないが，年始の平均出生数比は日曜

のそれより低く，年末と年始の平均出生数比の推移

は日曜のそれと概ね同様であった。

助産所については明らかな特徴がみられなかった。

2) 閏日（図 4）
閏日は，観察期間中に 7 回あった。どの出生場所

でも，1984年（閏日は水曜），1988年（月），1992年
（土）の出生数比は著しく低値であった（図 2 参照）。

とくに診療所の標準化偏差は－13.9，－10.5，－8.2
と極めて低値を示した。各値は当該曜日における観

察期間中の最小値であった。1984年の－13.9は全観

察日の中での最小値でもあった。その後，出生減少

は縮小傾向にあったが，病院と診療所では2000年以

降も標準化偏差が－3.3～－5.2の低値を示した。た

だし，閏日が日曜に当たった2004年は，診療所で標

準化偏差－2.1のやや小さな減少がみられただけで

あった。助産所では1996年以降，系統的変動はほと

んどみられなくなった。

一方，3 月 1 日の出生数比は，1990年代中頃ま

で，期待値より高い傾向にあった。標準化偏差は，

病院では1984年が7.0，診療所では1984年が10.1，

1988年が5.2，1996年が5.8と著しく高値であった。

各々，当該曜日における観察期間中の最大値（診療

所の1988年は 3 番目，1996年は 2 番目）であった。

助産所では1984年に有意な出生増加がみられた。

なお，どの出生場所でも閏日の前数日間に有意な
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図 日別出生数比の観察値と期待値及び95範囲の比較
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図 年末年始（各 3 日間）の日別出生数比（標準化偏差）の推移
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出生増加はみられなかった。

3) 早生まれと遅生まれ（図 5）
病院と診療所では，3 月31日と 4 月 1 日の出生数

比が観察期間を通して期待値より低い傾向にあっ

た。とくに 4 月 1 日の出生数比は，1990年代中頃ま

で，曜日に関わらず期待値との乖離が大きかった。

その標準化偏差は病院が－3.0～－8.3，診療所が

－5.5～－12.6であり，とくに診療所でその傾向が

顕著であった。4 月 1 日が日曜にあたった1984年と

1990年の標準化偏差は病院が－3.0，－3.4，診療所

が－6.3，－5.5であり，各々，日曜における観察期

間中の最小値であった。その後，4 月 1 日の出生減

少は縮小傾向にあり，とくに土日の出生減少は小さ

くなった。同様に，3 月31日の土日には有意な出生

減少がみられなくなった。

一方，4 月 2 日の出生数比は概ねどの年次でも期

待値より高い傾向にあった。1990年代中頃までの標

準化偏差は病院が1.2～5.5，診療所が3.6～9.8であ
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図 閏日とその翌日の日別出生数比（標準化偏差）の推移

図 早生まれと遅生まれ区切りの日別出生数比（標準化偏差）の推移
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り，診療所でその傾向が顕著であった。4 月 2 日が

日曜であった1989年の標準化偏差も病院が3.1，診

療所が5.4と高値であった。その後，4 月 2 日に有

意な出生増加はほとんどみられなくなった。すなわ

ち，1990年代中頃以降は，概ね，早生まれ区切りの

2 日間（平日の 3 月31日と平日の 4 月 1 日）に有意

な出生減少がみられるだけとなった。

助産所でも1990年頃まで，曜日に関わらず，3 月

31日，4 月 1 日の出生数比は期待値より低く，4 月

2，3 日の出生数比は期待値より高い傾向にあった

が，その後，4 月 1 日と 4 月 2 日を境にした出生減

増はほとんどみられなくなった。

図には示さないが，診療所と助産所では，早生ま

れと遅生まれの平均出生数比の格差が1990年代中頃

にやや急激に縮小していた。

4) お盆（図 6）
診療所では，8 月14，15，16日の各日が平日か土

曜にあたる年次で有意な出生減少がみられた。その

標準化偏差は，－0.9～－6.5であった。病院では，

有意な出生減少がみられた年次は少なかったが，8
月14，15，16日の各日が平日にあたる年次で出生数

比が期待値より低い傾向がみられた。その標準化偏

差は，0.9～－3.9であった。

5) クリスマス（図 7）
病院，診療所ともに，平日の12月25日に有意な出

生増加がみられた。とくに12月23日が日曜か祝日で，
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図 お盆の日別出生数比（標準化偏差）の推移

図 クリスマスとその周辺日の日別出生数比（標準化偏差）の推移
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24日が平日であった年次の標準化偏差が病院で3.2
～6.0，診療所で2.5～4.1と高かった。図には示して

いないが，病院では平日の24，26，27日の標準化偏

差も高値の傾向にあった。

 考 察

本結果に示された様々な出生格差は，生物学的な

要因では説明が難しく，人為的介入が影響している

と考えられた。

. 七曜による変動

病院，診療所，および1980年代の助産所におい

て，出生数比は火曜に最高，日曜に最低であった。

しかし，七曜別出生変動の特徴は，出生場所によっ

て明らかに異なるものであった。
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医療機関では，母体合併症，胎児異常などの理由

で速やかに妊娠を終了しなければならない場合に，

分娩誘発や帝王切開が選択される。帝王切開を行う

ほどの緊急性がない場合には，分娩誘発が行われ

る。医学的要件を満たした症例に対しては，社会的

適応による分娩誘発が行われることもある。分娩誘

発の実施にあたっては，「帝王切開への方針変更や

産科救急への対応，新生児への処置を考え，産科要

員の十分活躍できる平日の朝から誘発を行うこと」

などが求められている14)。病院や診療所の出生が平

日に多いのは，医療人員が充実した平日の日勤時間

帯に帝王切開や分娩誘発を行うためと考えられた。

実際，それらは平日に行われることが多く24)，各

々の実施率が病院，診療所の七曜別出生分布に影響

していると思われる。医療施設調査によれば，帝王

切開率は漸増傾向にあり，これは一般診療所（1984
年6.1，2008年13.0）より一般病院（1984年8.2，

2008年23.3）で著しい25)。一方，分娩誘発や分娩

促進の実施率を全国規模で把握した資料はみあたら

ない。施設単位での，「分娩誘発・促進を目的とし

た子宮収縮薬の使用者割合（以下，使用率）」を示

した文献も数少なく，また施設によってその分母の

定義は必ずしも一致しないが，それらを参照する限

りでは，東京都内の大学病院26)が19811983年に

49.3，京都府の国立病院27)が 19841987年に

60.5であった。後者は1990年頃以降，15.6へと

減少し，その他の病院 2 施設28,29)でも19911992年
の約20，31～34から，1993年以降，約10，

25へと減少していた。これは，旧厚生省が子宮収

縮薬の副作用に鑑みて，1992年10月にオキシトシン

製剤とプロスタグランジン製剤の添付文書を大幅に

改訂したことで，医療施設がその使用に一層慎重と

なったためと考えられる。この改訂では，使用上の

注意に必要最少量の使用にとどめるよう警告された

ほか，十分な分娩監視を行うことなどの一般的注意

が明示された30)。診療所での使用率の推移を検討し

た報告はみあたらないが，同じ理由で病院と同様の

傾向にあると思われる。一方，「分娩誘発に限った

使用率」は，1990年頃以降の病院 1 施設29)と診療所

2 施設31)が9.0～11.1であった。19901993年の横

浜市32)，1999年の全国33)，および2003年の茨城県34)

の産婦を対象とした分娩方式に関する調査結果でも

分娩誘発による出生割合は全体の7.1～13.1と

ほぼ一様であった。病院における平日と土日祝との

出生格差の顕著化傾向は，帝王切開率の変化と関連

している可能性が考えられた。また，国公立病院で

は1992年に完全週休 2 日制（土曜日曜休診）が本格

実施されており35)，その普及状況と関連している可

能性も考えられた。

平日のとくに火曜に出生が多い理由は明確ではな

いが，産科的医療介入を目的とした入院の予定日が

土曜や日曜に当たる者が休診日を避けて月曜の入院

に移行することや，出産までに数日を要する分娩誘

発例や異常分娩後のリスクへの対応を考え，週の始

めに入院し，翌日に帝王切開や分娩誘発の開始を予

定する医療機関がある36,37)ことなどが考えられた。

1990年頃以降，病院では火曜と水・木・金曜，診療

所では火曜と水・金曜の出生格差は縮小傾向にあ

り，週の始めに分娩誘発等の症例が集中する傾向は

弱まっていると考えられた。

2008年医療施設調査25)によれば，一般病院では平

日午前に96～97，土曜午前に75，そして日曜

休日の午前に 5未満の施設が診療を行っており，

一般診療所では木曜を除く平日と土曜の午前に71
～77，木曜午前に64，そして日曜休日の午前に

5未満の施設が診療を行っている。病院と診療所

の診療体制（休診日）の全国的傾向の相違が，両者

の出生分布，とくに平日と土曜，火曜と木曜の出生

格差の相違と関連していると考えられた。

助産所は，助産師が公衆又は特定多数人のためそ

の業務を行う場所であり（医療法第 2 条），助産師

は法律上，主治医の指示がない限り，診療機械の使

用，医薬品の授与，医薬品についての指示等の行為

は禁止されている（保健師助産師看護師法第37条）。

また，臨時応急の手当を除き，産婦，胎児等に異常

を認めたときは，医師の診療を求めさせることを要

し，自らこれらの者に対して処置をしてはならない

（同第38条）。したがって，助産所では正常分娩の取

り扱いが前提となり，帝王切開や子宮収縮薬を用い

た分娩誘発を実施できない。しかし，「分娩誘発・

促進を目的とした子宮収縮薬の使用率が1961年～

1984年に11～42.3あった38)」，「分娩促進を目的

とした使用率が1987～1988年に14.6あった39,40)」

等の助産所（施設単位）の記録が報告されている。

洪らの2000年の助産業務実態調査41)でも全国の分娩

取扱い助産所336のうち有床施設の16.5，無床施

設の10.6が「分娩促進剤を時々使用する」と回答

した。本研究では，1990年頃まで，助産所での出生

数比が火曜に高く日曜に低い傾向が示されたが，火

曜の出生日を選好する母側の要因がみあたらず，こ

の現象は出生日の虚偽の届出の影響とは考え難い。

助産所では，非薬理学的な分娩誘発法として効果が

認められている乳頭・乳房刺激法42)等が実施されて

いる可能性はあるが，一般に産科的技法は時間的経

過に伴って発展・普及するのが自然であり，1990年
頃までの現象の要因としては考え難い。助産所にお
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いても，1980年代頃まで，子宮収縮薬を用いた分娩

誘発による出生日操作が行われていた可能性は否定

できない。

. 特殊日における系統的変動

1) 年末年始

病院や診療所では，年末年始，とくに年始の出生

数比が著しく低かった。病院ではさらに年始の出生

数比が漸減傾向にあった。

我が国では，年末年始の各 3 日間は多くの人が仕

事を休む習慣がある。官公庁でも条例で休日とされ

ているほどである。とくに年始の三が日は，新年の

祝賀としての文化的意味を持つ特別な休日となって

いる。本結果は，イギリスにおけるイースターやク

リスマスの出生と同様，我が国における特別な休日

の出生がとくに少ない傾向を示すものである。この

傾向は，Tanikawa ら10)が示した1900年代中頃まで

の出生分布，「元日の出生数が多い」と異なる。年

末，年始の出生数比は日曜のそれとぼぼ同様に推移

しており，本結果は医療施設側の診療体制（休診日）

を考慮した産科的医療介入による出生日調整の影響

と考えられた。年末年始は血液センターや高次機能

医療機関も休日体制となり血液供給体制や緊急時の

転送機能が平時より制限される。そのため，診療体

制にある医療機関においても産科的医療介入を避け

る場合が多いと思われる。本結果は，年末年始，と

くに年始における，このような平時と異なる全国的

な診療状況を反映しているとも考えられた。

2) 閏日

閏日の出生数比は有意に低かった。1990年代中頃

まではその翌日の出生数比が有意に高かった。閏日

の出生に関しては，平年の誕生日の扱いに関心が持

たれることが少なくない43)。我が国では法律によっ

てもその扱いに違いがある。たとえば，年齢計算ニ

関スル法律によれば平年では 3 月 1 日生まれ，道路

交通法によれば平年では 2 月28日生まれと同じとな

る。本結果は，それに対する親の意向（誕生日に閏

日を避けて翌日を選好する）が反映されたものと思

われる。

3) 早生まれと遅生まれ

早生まれ最終日は出生数比が低かった。我が国で

は，学校教育内容が全て学年によって区切られてお

り，学年はある年の 4 月 2 日～翌年の 4 月 1 日の生

まれの者で構成されている（学校教育法）。出産予

定日が 4 月 1 日周辺の者では，出生日が 4 月 1 日以

前か 2 日以降かで，子の就学時期にほぼ 1 年の差が

生じるから，それに対する親の意向が強く表れたも

のと思われる。低学齢期は年間成長量が大きく，早

生まれの子は体格・体力的な面で同一学年の中で劣

勢であることが知られている44)。そうした理由等

で，早生まれの出生日を避ける妊婦が多かったと思

われる。

4) お盆

お盆中の出生数比は，診療所では明らかに低かっ

たが，病院ではわずかに低い程度であった。お盆は

先祖の霊をまつる我が国の文化的行事である。ハロ

ウィンとは行事目的（死者の霊をみちびき悪霊を払

う）が異なるが，精霊を迎える習わしという点で類

似する。本結果が，アメリカのハロウィンの結果と

同様に，母側の要望を考慮した産科的医療介入によ

る出生日操作の影響であるとすれば，病院でも同様

の現象がみられるように思われる。我が国ではお盆

の時期にも多くの人が仕事を休む習慣がある。ただ

し，官公庁ではこの期間は休日とされていない。医

療機関の全国的な休業状況を把握できる資料はみあ

たらないが，複数の医師会ホームページ45～54)でお

盆中の診療状況一覧表（平成24年度）を閲覧したと

ころ，分娩取扱い施設で連続する休診日をとる施設

が少なくなかった。本結果は，医療施設側の診療体

制（休診日）を考慮した産科的医療介入による出生

日調整の影響と考えられた。ただし，母側の要望に

よる出生日操作の関与を必ずしも否定できるもので

はなく，病院，診療所ともにその影響がわずかに存

在し，さらに診療所では休診の影響が多く加わって

いる可能性も考えられる。

5) クリスマス

クリスマスが平日にあたる年次では出生数比が高

い傾向にあった。この現象は，12月23～25日の曜日

の組合せと関連しており，医療施設側の診療体制を

考慮した出生日調整の影響と考えられた。病院では，

24，26，27日（いずれも平日）にも出生増加があり，

年末年始の診療体制への考慮が加わってこの時期の

出生が一時的に増加したものと考える。

. 出生日操作の方法

母側の社会的要因による出生日操作の影響と考え

られる早生まれ，閏日の出生変動は，病院，診療

所，および1990年代中頃までの助産所でも観察され

た。出生日操作は，産科的医療介入の他，出生日の

虚偽の届出という方法でも行われてきたことが先行

研究に示されている9)。

1) 1990年代中頃まで

病院と診療所では，曜日に関わらず，「 4 月 1 日」

と「閏日」に異常な出生減少が生じていた。この特

徴は診療所で顕著であった。

実際，診療所では1984年と1990年の 4 月 1 日（日

曜）の標準化偏差が－6.3と－5.5であった。既存文

献から考え得るその変動因は，「産科的医療介入の
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回避」，「非薬理学的な産科的方法の介入」，および

「出生日の虚偽の届出」の 3 つに集約される。後者

の産科的介入は，個人レベルでの出生日調整法とし

て効果の可能性がある切迫流産の安静療法55)の応用

などが該当する。本研究では，全国的に医療機関が

休日体制となる年末年始であっても診療所の日曜日

の標準化偏差が－2.4より減少した年次はなかっ

た。したがって，前者の産科的要因だけで本結果を

解釈することは難しい。さらに後者の産科的要因が

加わったとすると，次には助産所の結果の解釈が難

しくなる。4 月 1 日の異常な出生変動は1980年代の

助産所でも観察された。非薬理学的方法は，施設，

曜日，年次に関わらず同程度に実行され得る。その

方法がそれ程大きな効果をもたらすとすれば，遅生

まれ選好は現在も存在するから，その後も助産所で

病院や診療所と同様の現象がみられるのが自然と思

われる。本結果への非薬理学的手法の影響は少ない

と考えられた。診療所と助産所では，1980年代まで

早生まれの出生日を遅生まれと偽って届出したもの

が多かったと考えられた。

1990年代中頃までの閏日の出生減少はとくに著し

かった。診療所では，1984年（水），1988年（月），

1992年（土）の標準化偏差が－13.9，－10.5，－8.2
を示し，1984年閏日に過去30年間で最大の出生減少

があったことが分かった。本研究では，年末年始で

あっても診療所の当該曜日の標準化偏差が，各々，

－7.3，－8.6，－5.9を超えて減少した年次はなかっ

た。また，2000年以降は，日曜の閏日に限って出生

減少が小さく，助産所では閏日に出生減少がみられ

なかった。先と同様に，1990年代中頃までの閏日の

出生減少の要因として出生日の虚偽の届出の関与が

疑われた。それらの閏年では 3 月 1 日の出生が顕著

に多く，翌日の出生として届け出たものが多かった

と考えられた。助産所でも1984年に同様の現象がみ

られ，同様の出生日操作が行われていたと考える。

2) 1990年代中頃以降

診療所と助産所では1990年代中頃まで，早（遅）

生まれ，閏日の出生変動が著しく大きく，母側の要

望を取り入れた出生日操作が広く行われていたと考

えられた。各々の格差は1990年代中頃にやや急激に

縮小しており，その要因としては，母側の出生日選

好傾向の変化よりも人為的要因の存在が想定され

る。先述のように，診療所や助産所では，1990年代

中頃まで虚偽の届出による出生日操作が多く行われ

ていた可能性がある。我が国では1995年から第10回
修正国際疾病傷害死因分類（ICD10）が採用され，

それに伴い出生証明書の書式も変更された。旧厚生

省では，その記入マニュアルを作成し，医師，助産

師等に新しい書式を周知するとともに，出生証明書

作成の意義を示し，医学的・客観的な事実を正確に

記入することを喚起した56)。そのため虚偽の届出に

よる出生日操作が急激に減少したと思われる。どの

出生場所でも2000年頃以降，閏日や早生まれの系統

的変動は小さくなり，日曜にはほとんどみられなく

なった。最近では出生日の虚偽の届出はおそらく少

なくなったと思われる。

早生まれと閏日の出生変動は1990年代中頃以降も

病院，診療所でみられた。母側の要望を考慮した産

科的医療介入による出生日操作が多く行われている

可能性が考えられた。それが医学的適応と社会的適

応のいずれの中で行われているかは不明であるが，

本結果は近年の分娩環境の変化が出生日の決定に影

響していることを示唆するものと考える。

中国では帝王切開率が52.6，とくに医学的適応

のない帝王切開率が11.6と高く17)，その選択理由

の 1 つに国民の出生日選好傾向が関与していること

が示されている16)。2010年，WHO は，帝王切開に

よる母体の死亡リスク，罹患リスク（ICU への収

容，輸血等）が経膣分娩より高いことを示し，医学

的適応に限って実施すべきと述べている17)。我が国

では，医学的適応のない帝王切開率は0.1と低

く17)，出生日選好を背景とした帝王切開例は極めて

少ないと思われる。本研究では，1990年代中頃以降

の「閏日と 3 月 1 日」，「早生まれと遅生まれ」の出

生格差は，概ね，「平日の閏日」，「平日の 4 月 1 日」

の出生減少によるものであった。我が国における母

側の要望による出生日操作は，特定日の産科的医療

介入を支持するものではなく，多くがそれを避けた

ものであったと考えられた。日別出生数の動向につ

いて今後も注目して行く必要がある。

. 本研究の特徴と課題

七曜別の日別出生数比の分布に基づいて，日別出

生数比の95範囲を推定し，観察値と比較した。本

方法の採用によって，各日の出生変動について統計

学的有意性の判断，および系統的変動を有する特殊

日の検出が可能となった。また，各日の出生変動の

大きさを，常時の出生変動の大きさとの相対比較に

よって評価する指標，「日別出生数比の標準化偏差」

を採用し，具体的な数値として示した。これによっ

て，我が国の出生日選好傾向の現状をより明確に把

握できたと考える。ただし，非特殊日の出生数比に

正規分布を想定できない年次があった。とくに病院

の月～金曜に10～40と多く，他には10～20
あった。今回の非特殊日のデータについて分析を繰

り返すことで，さらに特殊日が検出される可能性が

ある。その上で標準化偏差を求めることで，各日の
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出生変動の大きさの程度や推移の特徴等を一層明確

に示せるかもしれない。今後，検討したい。

今回は，母の年齢や初産・経産に関する統計資料

が存在しなかったため，それらの日別出生数の分布

について検討できなかった。母の属性によって，分

娩誘発率や帝王切開率，そして出生日の選好傾向も

異なると考えられる。たとえば，複数の施設単位で

の出生記録を活用して，初産・経産別の日別出生数

の分布を検討すること等も今後必要と思われる。

 結 語

1981～2010年の全国出生統計を観察した。病院，

診療所，および1990年代中頃までの助産所の日別出

生数に，医療施設側，母側の社会的要因による出生

日調整・操作の影響と考えられる系統的変動が認め

られた。診療体制の他，遅生まれ選好，非閏日選好

に基づく出生日選好傾向が示唆された。1990年代中

頃までは，産科的医療介入による出生日操作に加

え，虚偽の届出による出生日操作が多く行われてい

た可能性が示唆された。1990年代中頃以降の出生分

布は，出生日操作の多くが特定日の産科的医療介入

を避けたものであった可能性を示唆した。わが国に

おける産科的医療介入による出生日調整・操作が医

学的適応と社会的適応のいずれの中で行われている

かは不明であるが，近年の分娩環境の変化が出生日

の決定に影響している現状を概観できたと考える。

日別出生数の動向について今後も注目して行く必要

がある。

本報告の一部は，第69回日本公衆衛生学会総会（東京）

にて発表した。
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The eŠect of determining birthdays by social factors such as maternal preference on
the distribution in the number of daily live births

Mihoko TAKAHASHI, Motoko NISHINAand Akiko OHTA

Key wordsdaily live births, preference of birthdays, obstetric intervention, notiˆcation of birth, social
factors, descriptive epidemiology

Objectives To investigate the eŠect of determining birthdays by social factors on the distribution of daily
live births.

Methods We obtained data on live births tabulated by date and birthplace (hospitals, clinics, and maternity
homes) between 1981 and 2010 in Japan from the National Vital Statistics System. This study ana-
lyzed the variations in live births for each day of the week, as well as for several speciˆc days ob-
served to have a systematic variation in the number of live births. We determined the ratio of the
mean daily live births on those speciˆc days to the overall daily average each month (the birth num-
ber ratio). The standardized deviation (the ratio of the deviation to the standard deviation for the
day of week) regarding the birth number ratio of each speciˆc day was also determined.

Results The birth number ratio in hospitals and clinics was highest on Tuesdays and lowest on Sundays.
Hospitals showed a large diŠerence in the birth number ratio between weekdays and weekends,
although the diŠerence in the birth number ratio between weekdays and Saturdays was smaller in
clinics than in hospitals. The birth number ratio during the ˆrst three days of the New Year was low-
er than that on Sundays. Until approximately 1995, the standardized deviation on February 29th
and April 1st (the end of the Japanese school year) showed abnormally low values, while those on
March 1st and April 2nd showed signiˆcantly high values. Following that time period, the sig-
niˆcant variations on February 29th (only on Sundays), April 1st (only on Sundays), March 1st,
and April 2nd almost completely disappeared. Maternity homes showed equivalent results until the
1980s or the middle of the 1990s.

Conclusion The variations in the days of the week were inconsistent with nationwide policies for consulta-
tion in each setting. These results indicate that some birth dates were set for institutional reasons or
maternal preferences (i.e., the day after the leap day or the next school year) by using or avoiding
obstetric intervention. The abnormal variation on leap days and on April 1st might be related to ˆc-
titious reporting. More recent variations in the birth number ratio on speciˆc days suggest that some
individuals may avoid obstetric intervention. The results of this study indicate that determining bir-
thdays by social factors may have been practiced in maternity homes until approximately 1990.
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